
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）

（単位：円）

（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業の名称措置名

交付金事業に
要した経費

303,720,365 234,000,0001
地域活性化措

置
福祉医療費助成事業 島根県

番号



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）

交付金事業実施場所 県内全域

措置名 交付金事業の名称
地域活性化措置 福祉医療費助成事業

・重度心身障がい児・者及びひとり親家庭においては、医療費が経済的に負担となる場合が多いことから当該事業において対象者に
医療費を助成することで、対象者の健康維持と生活の安定を図ります。
・県としては、その支援体制を整えることが役割であり、経済的負担を軽減するため、市町村と連携して医療費助成制度を設けると
ともに、安定的に制度運用が行われるよう助成のための財源を一部負担します。
・また、当該事業は、国の自立支援医療制度と同様に、身体障害者を対象として日常生活能力、社会生活能力、または職業能力を回
復または向上、もしくは獲得させることを目的のひとつとしており、事業実施により障害者実雇用率上昇への寄与が期待されます。

番号
1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県

交付金事業の概要

［実施主体］　県内全市町村（19市町村） ［間接交付事業費内訳］　

［補 助 率］　１／２

［助成内容］

松 江 市 208,049,000 89,260,993

浜 田 市 60,565,000 25,214,792

出 雲 市 184,244,000 78,304,414

益 田 市 51,595,000 19,976,336

大 田 市 43,575,000 19,601,338

安 来 市 27,904,000 14,616,693

江 津 市 25,990,000 12,814,261

雲 南 市 34,921,000 14,634,735

奥 出 雲 町 13,512,000 4,745,427

飯 南 町 5,239,000 2,099,545

川 本 町 5,908,000 2,187,889

※１医療機関あたり 美 郷 町 6,215,000 2,340,939

邑 南 町 12,314,000 4,745,338

津 和 野 町 8,050,000 2,893,343

吉 賀 町 6,555,000 2,823,053

海 士 町 2,536,000 1,069,617

西 ノ 島 町 3,500,000 988,448

知 夫 村 294,000 114,448

［助成方法］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　隠 岐 の 島 町 10,964,000 5,288,756

計 711,930,000 303,720,365

［交付金対象部分及び事業費］ (現物給付・償還払)7～11月精算分 円

市町村名 通年分 交付金対象事業費
（左記の5か月分）

社会保険各法（国民健康保険法等）又は社会保険各法以外の法令（障害者総合支援法等）の医療を
受けた場合に発生する自己負担額から表の一部負担額（限度額あり）を控除した額を助成する。

一部負担額
（月額）

限度額（円）

後期高齢者
医療対象者

以外

後期高齢者
医療対象者

入院 入院外

20歳未満の
障害児・者

対象者 所得制限

対象者（人）

対象者

2,000

6,000

重度身体
障害者

身障手帳1、2級 4,720 低所得者 2,000 1,000

重度知的
障害者

療育手帳Ａ（IQ35
以下）

20歳以上の
本人につい
ては、特別
障害者手当
の所得制限

を準用

1,855

7,719

下記以外

65歳以上で3ヶ月
以上臥床 6

原則現物給付（対象者は、医療機関の窓口で自己負担分のみ支払えばよい。）とし、場合によって
は償還方式による。

303,720,365

ひとり親
家庭

1,000

重複重度
障害者

身障手帳3、4級でIQ50以下また精
神2級
精神2級でIQ50以下

236

18歳未満又は20歳未満の高校３学
年終了までの児童等を養育する配

偶者のない者及び当該児童

所得税
非課税世帯 6,933

重度精神
障害者

精神手帳1級 950

総医療費
の１割

20,000

寝たきり
者



交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

島根創生計画　（2020～2024年度）
３ 人材の確保・育成
（１）多様な就業の支援
若者、女性、高齢者、障がい者などへの魅力ある情報発信や就業機会の提供などにより、それぞれの能力や経験などを活かせる県内
就業を促進します。
【現状と課題】
　生産年齢人口が減少傾向にある中、有効求人倍率は全国平均を上回る水準で推移しており、県内企業等では人材を確保することが
経営上の重要な課題となっています。
　県内企業等が求める人材の確保には、若者をはじめとする県内外の幅広い人材に県内就職を選択してもらうことが必要です。
　そのためには、働きやすく、習得した知識・技術を活かし、さらにその能力を高めていける、魅力ある職場が島根にあることを理
解してもらうことが重要です。
　こうしたことから、高校生や県内外に進学した学生をはじめとする若者に、島根で働く魅力や意義について考え、県内企業等への
就職意識を高めてもらうための情報や機会をきめ細かに提供していくことが大切です。
　また、女性、高齢者、障がい者など多様な人材が個々の能力を発揮できるよう、一人ひとりの事情に応じた多様で柔軟な働き方が
選択できる職場を増やし、本人の希望に応じた就労を促進していくことが必要です。
　さらに、大都市圏をはじめとする県外から即戦力となる人材を確保することにも目を向けることが必要です。
【取組の方向】
①　若者の県内就職の促進
　高校生や県内外に進学した学生に、県内企業等やそこで働く人に触れる機会などをふるさと島根定住財団等と連携して提供し、島
根で働く魅力を伝え、県内就職を促進します。
②　多様な人材の活躍促進
　女性、高齢者、障がい者などが、それぞれの個性や多様性を尊重され経験や能力を活かし、県内企業等で活躍できるようきめ細か
な支援を行います。
　外国人を雇用する事業者等に対して、適正な雇用を推進するための取組を支援します。



100

福祉医療費助成制度を実施している
市町村数

19

総事業費
交付金充当額

うち文部科学省分

令和５年度 備　考
達成度

うち経済産業省分

令和３年度単位

活動実績
活動見込

303,265,585
241,000,000

241,000,000

活動指標

19
団体数
団体数

％

304,651,494 303,720,365

234,000,000

100 100

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度事業開始年度

成果目標 成果指標

令和５年度令和４年度

事業期間の設定理由

達成度

％

％

％

19 19

令和３年度 令和４年度

交付金事業の担当課室
交付金事業の評価課室

健康福祉部障がい福祉課
健康福祉部障がい福祉課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
福祉医療費助成事業の助成 補助 県内各市町村 303,720,365

234,000,000

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

交付金事業の成果目標及び成果実
績

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

19 19

障害者
実雇用率の
全国平均
を上回る

交付金事業の活動指標及び活動実
績

　市町村と連携し、受診が必要な際に医療機関を利用でき、またその際の負担を軽減する医療費助成制度を継続しています。
　制度利用により、身体障がい者等を対象として日常生活能力、社会生活能力及び職業能力の回復・向上等に継続的に寄与してお
り、令和５年度も障害者実雇用率2.00以上の水準を維持できました（R5：島根県2.83、全国平均2.33）。
　今後も継続して利用されるよう制度周知を図るとともに、より対象者にとって利用しやすい制度の構築を目指します。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

障がい者で
ある労働者数
————————————

労働者数

2.83

2.50

113.2

評価年度 令和５年度

成果実績

目標値

234,000,000

234,000,000



別紙

Ⅰ．事業評価総括表（令和5年度）
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備　考

1
地域活性化措

置
乳幼児等医療費助成事業 島根県 188,331,600 115,000,000



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度）
（単位：円）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

番号 措置名 交付金事業の名称
1 地域活性化措置 乳幼児等医療費助成事業

島根県
交付金事業実施場所 県内全市町村（１９市町村）

交付金事業の概要

・乳幼児等の医療費を助成することにより、乳幼児等の疾病の早期発見をするとともに、子育てに伴う保護者の経済的負担の
軽減を図り、乳幼児等の健全な育成、早期治療を促進及び安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを推進しま
す。
・県としては、その支援体制を整えることが役割であり、経済的負担を軽減するため、市町村と連携して医療費助成制度を設
けるとともに、安定的に制度運用が行われるよう助成のための財源を一部負担します。
・また、医療費の高額化に伴い、子どもにかかる医療費は生活費を圧迫する傾向にあり、「子どもを生み育てない選択」をす
る一因ともなっています。当該事業を通じて、現在の子育て世帯、あるいは今後子どもを生み育てたいと考えている県民の子
ども医療にかかる経済的負担感が軽減され、合計特殊出生率上昇への寄与が期待されます。

［実施主体］　県内全市町村（19市町村） ［間接交付事業費内訳］　

［補 助 率］　１／２　

［助成内容］

松 江 市 123,172,073 61,586,036

浜 田 市 28,689,753 14,344,876

出 雲 市 119,277,634 59,638,817

益 田 市 23,661,581 11,830,790

大 田 市 14,116,653 7,058,326

安 来 市 19,118,176 9,559,088

江 津 市 10,111,023 5,055,511

雲 南 市 13,311,012 6,655,506

奥 出 雲 町 4,997,520 2,498,759

飯 南 町 2,058,416 1,029,208

川 本 町 831,970 415,985

美 郷 町 959,525 479,762

邑 南 町 3,584,816 1,792,408

津 和 野 町 2,446,004 1,223,002

［助成方法］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉 賀 町 2,496,207 1,248,103

海 士 町 343,870 171,935

西 ノ 島 町 1,103,449 551,724

［交付金対象部分及び事業費］ 7～11月精算分（現物給付） 知 夫 村 93,546 46,773

7～11月精算分（償還払い等）　 隠 岐 の 島 町 6,289,982 3,144,991

計 376,663,210 188,331,600

就学後20歳未満の者で慢性
呼吸器疾患等16疾患群にか
かった者

入院 15,000
あ　り

（児童手当特例給付準拠）

原則現物給付（対象者は、医療機関の窓口で本人負担分のみ支払えばよい。）とし、場合に
よっては償還方式による。

188,331,600

対象
本人負担額

（１医療機関あたり月額上限）
所得制限

０～就学前児

入院

原則総医療費の１割

2,000

な　し

通院 1,000

市町村名 通年分① 交付金対象事業費

社会保険各法（健康保険法等）又は社会保険各法以外の法令（児童福祉法等）の医療を受け
た場合に発生する自己負担額から表の本人負担額を控除した額を助成する。



事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度
事業期間の設定理由

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

島根創生計画　（令和２年度から令和６年度）
　政策Ⅱ「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」
　　　１．結婚・出産・子育てへの支援
　　　○子育て世帯などの経済的負担を軽減するため、子どもの医療費への助成を拡充します。

令和６年度

島根創生計画に定める
合計特殊出生率の目標

値を上回る1.84
合計特殊出生率

成果実績 ％ 1.46

目標値 ％ 1.84

達成度

成果目標 成果指標 単位 評価年度

％ 79.3%

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　市町村と連携し、受診が必要な際に医療機関を利用でき、またその際の負担を軽減する医療費助成制度を継続しています。
令和５年度の合計特殊出生率は1.46（全国６位）となり、目標値には及ばなかったものの、前年度に引き続き全国平均
（1.20）を上回ることが出来ました。今後も、乳幼児等への医療費助成を続けていくことにより、合計特殊出生率が全国平均
を上回り、可能な限り高水準が維持されるよう努めていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度

交付金事業の成果目標及び
成果実績

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

19 19
達成度 ％ 100 100 100

令和５年度

医療費助成制度を実施している市
町村数

活動実績 団体数 19 19 19
活動見込 団体数 19

交付金事業の総事業費等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備考
総事業費 187,970,241 160,874,018 188,331,600

うち経済産業省分 120,958,000 115,000,000 115,000,000
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 120,958,000 115,000,000 115,000,000
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 島根県健康福祉部健康推進課
交付金事業の評価課室 島根県健康福祉部健康推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
乳幼児医療費助成事業の補助 補助 県内各市町村 188,331,600



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和5年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要し
た経費

183,835,000 125,000,0001

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

島根県立島根県民会館管理運営事業 島根県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度）

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県

措置名 交付金事業の名称
公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運
営等措置 島根県立島根県民会館管理運営事業

番号

交付金事業の概要

島根県民会館の指定管理料（文化事業の企画及び実施、有料施設の利用許可、利用料金の設定、収受、会
館の総合案内、利用促進、施設等の維持管理に関する業務）９ヶ月分。
指定管理者による管理運営により、県民の文化の向上と福祉の推進に寄与するために本交付金を活用しま
す。

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

【主要政策・施策】
　島根創生計画（令和2年度から令和6年度）
　　　Ⅵ－2－(2)　文化芸術の振興
　　　目的　広く県民が文化・芸術を鑑賞し、参加し、創造しながら、生き生きと
　　　　　　心豊かに暮らせる地域をつくります。
【目標】
　大ホール・中ホールの利用者数　170千人以上

交付金事業実施場所 島根県松江市殿町

令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度事業開始年度
事業期間の設定理由



128,000,000

39

大ホール・中
ホールの利用
者数

237,829
170,000
139.9%

評価年度

交付金事業の担当課室
交付金事業の評価課室

環境生活部文化国際課文化振興室
環境生活部文化国際課文化振興室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
指定管理 随意契約（公募） (公財)しまね文化振興財団(松江市) 183,835,000

125,000,000128,000,000

達成度

活動指標
件
件
%

442,672
目標値 人 450,000
達成度 %

評価年度 令和6年度

評価年度の設定理由
事業報告書の提出を毎事業年度終了後2ヶ月以内としているため。

　会館55周年を迎え、コンサート、ミュージカル、バレエ、ダンス、演劇など、多様なジャンルの公演を
数多く開催するとともに、SNSや情報誌「シマカル」を通じて公演・イベント情報、施設予約方法、駐車場
利用案内など幅広い情報発信を行い、参加者・来館者数の増加に取り組みました。
　また、文化団体や学校の活動支援、舞台の進行や機器操作に係る研修会の開催などを実施し、県内の文
化芸術振興に取り組みました。
　今後も老朽化した施設設備の計画的な改修や館内のバリアフリー化など、来館者が安心・安全に利用い
ただける環境整備に取り組み、県民文化活動の拠点として鑑賞機会の提供、担い手の育成、県民参加によ
る特色ある地域文化の創造に努めてまいります。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

単位成果目標 成果指標

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

成果目標 成果指標

令和5年度令和4年度

達成度

人
人
%

令和6年度
成果実績
目標値

交付金事業の成果目標及び
成果実績

令和3年度 令和4年度 令和5年度

交付金充当額
うち文部科学省分

評価に係る第三者機関等の活用の有無

98.4%

単位

利用者数
17万人

入館者数
45万人

入館者数
成果実績 人

備　考

うち経済産業省分

令和3年度単位
活動実績
活動見込

168,357,000 170,126,000 183,835,000

125,000,000

44

125,000,000

125,000,000

88.6 95.7
事業実施件数

48 39 44

123.1
46

交付金事業の活動指標及び
活動実績

総事業費



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和5年度）

（単位：円）

備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業の名称措置名

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要した経費

272,601,000 219,280,0001

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

島根県芸術文化センター
管理運営事業

島根県

番号



交付金事業実施場所 島根県益田市有明町

令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度事業開始年度
事業期間の設定理由

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
　島根創生計画（令和２年度から令和６年度）
　　施策　Ⅵ－２－(２) 文化芸術の振興
　　　目的　広く県民が文化芸術を鑑賞し、参加し、創造しながら、生き生きと
　　　　　　心豊かに暮らせる地域をつくります。
【目標】
　島根県芸術文化センター年間入館者数　３５万人（令和５年度）

交付金事業の概要
島根県芸術文化センターの円滑な管理運営を行い、多様で質の高い芸術文化の鑑賞機会の提供、次世代の育成等を行うため、本交付
金を活用して、施設の管理に関する業務、文化事業の企画及び実施に関する業務等を、指定管理者に委託します。その指定管理料9
か月分（7月～翌年3月）を支払います。

島根県

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持補修又は維
持運営等措置

島根県芸術文化センター管理運営事業

Ⅱ．事業評価個表（令和5年度）
番号

1



262,400,000 264,635,000 272,601,000

219,280,000

23

201,480,000

201,480,000

104.3 112.1
事業実施件数

26 24 37

86.7達成度
33

交付金事業の担当課室

契約の方法 契約の相手方 契約金額
指定管理 随意契約（公募） （公財）しまね文化振興財団(松江市) 272,601,000

219,280,000205,000,000
うち文部科学省分

205,000,000うち経済産業省分

交付金事業の評価課室
環境生活部文化国際課文化振興室
環境生活部文化国際課文化振興室

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

成果目標 成果指標

令和5年度令和4年度

達成度

人

人

%

令和6年度

成果実績

契約の目的

評価年度の設定理由
事業報告書の提出を毎事業年度終了後2ヶ月以内としているため。

　新型コロナウィルス感染症が５類に移行したことにより、概ね予定どおり文化事業を行うことができました。５月に耐震改修工事
により休館していた大・小ホールが再開し、「ホール再開記念事業」として、子供から高齢者まで楽しめる鑑賞事業を充実させ、幅
広い層へ鑑賞機会を提供しました。
　また、継続して、館外での鑑賞事業開催や地域施設でのアウトリーチ事業などを実施し、地域文化振興に取り組みました。
　今後も引き続き地域の文化芸術の拠点として鑑賞機会の提供、次世代育成、創造性の高い事業を自ら行うとともに、地域団体が行
う文化芸術活動のサポート役としての役割も果たせるよう努めます。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

目標値
入館者数
３５万人

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

交付金事業の活動指標及び活動実
績

総事業費

交付金事業の成果目標及び成果実
績

令和3年度 令和4年度 令和5年度

交付金充当額

入館者数

283,225

350,000

80.9%

評価年度

30

備　考

活動指標
件
件
%

令和3年度単位
活動実績
活動見込



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考

1
給付金交
付助成措

置

原子力立地給付金交付事業
補助金

島根県 83,819,694 83,819,694

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

1 給付金交付助成措置 原子力立地給付金交付事業補助金

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

主要政策・施策：
島根創生計画（令和２年度～令和６年度）
　人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根をつくる
　　第３編．安全安心な県土づくり
　　　Ⅷ－１－（４）　原子力安全・防災対策の充実・強化

施策：島根原子力発電所の周辺地域住民の安全確保を最優先に、安全・防災対策に取り組
みます。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県
交付金事業実施場所 松江市鹿島町

交付金事業の概要
原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するため、小売電気事
業者等から電気の供給を受けている一般家庭、工場等に対して給付金を交付。

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度
給付金交付によ
り実質的な電気
料金割引措置を
実施。

成果実績
目標値
達成度

評価年度の設定理由
事業実施翌年度に評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

給付金交付による実質的な電気料金割引措置を実施しました。次年度についても原子力発
電所の立地に対する地域住民・地元企業の理解促進を図り、原子力・防災対策に関する県
民の意識の啓発、地域を守る自主的な取組み等につなげます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

90,847,062
達成度 % 93.2 94.2 90.2

令和５年度

給付金の交付額
活動実績 円 82,891,914 83,736,846 81,979,716
活動見込 円 88,924,098

交付金事業の総事業費
等

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度

88,913,442

総事業費 84,520,129 85,573,394 83,819,694

うち経済産業省分 84,520,129 85,573,394 83,819,694

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 84,520,129 85,573,394 83,819,694

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 島根県防災部原子力安全対策課

交付金事業の評価課室 島根県防災部原子力安全対策課（松江市政策部政策企画課）

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
給付金の交付 補助 一般財団法人電源地域振興センター(東京都中央区) 83,819,694



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考

1

企業導
入・産業
活性化措

置

令和５年度（下期）島根県
原子力発電施設等周辺地域

企業立地支援事業
島根県 160,623,524 81,164,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）

事業期間の設定理由 当該年度で終了する事業のため

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

島根創生計画　（令和２年度から令和６年度）
　政策Ⅰ「活力ある産業をつくる」
　　　２．力強い地域産業づくり
　　（５）産業の高度化の推進
　　　○県内企業の再投資や県外企業の新規立地を促すことにより、県内産業の高度化と
雇用の場の創出を目指します。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県
交付金事業実施場所 島根県

交付金事業の概要
原子力発電施設等の地域において、雇用を生む事業所の新増設を行った企業等に対し、実質的な電
気料金の割引となる給付金を交付

番号 措置名 交付金事業の名称

1 給付金交付助成措置 令和５年度（下期）島根県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業



交付金事業の担当課室 島根県商工労働部企業立地課

交付金事業の評価課室 島根県商工労働部企業立地課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
給付金の交付

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 81,164,000

うち文部科学省分

総事業費 160,623,524

うち経済産業省分 81,164,000

交付金事業の総事業費
等

令和５年度 年度 年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度

0

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

8
達成度 % #DIV/0! #DIV/0! 100.0

令和５年度

交付金交付実績
（交付企業数）

活動実績 社 0 0 8
活動見込 社 0

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

電源立地地域
対策交付金に
より支援した
対象企業数

８社

交付企業数

成果実績 社 8

目標値 社 8

達成度 100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－




